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れたが，この結果 PDCI は，大衆動員の中心であった第 2局面までとは一変
して，大統領支配体制を補完するにすぎない副次的な存在となったからであ


































































































































































































































































































における森林が1960年の 5 分の 1 にまで減少したとの認識を示している（RCI 
MEF 1997, 85）。外国人の土地占有者の相続権に制限を加える，ベディエ政権
下で制定された土地法もこのような森林資源（可耕地）の減少を背景とした
ものである。他方で農村部における人口の増加は続いており，土地に対する
圧力は高まる傾向にある。端的にいって，コートジボワールでは新たな農園
を造成するための未開墾地が枯渇し始めているとみて間違いない。このこと
はココア部門に立脚したコートジボワール経済の将来に暗い影を投げかける
ものである。
　もとよりコーヒー，ココアは引き続き主軸産品であるが，国際価格の変動
が激しいという一次産品特有の問題がつねに存在するため，増産によって安
定的な利益が約束されるわけでは必ずしもない。かつてウフェは1950年代に
「金持ちになりたければココアの木を植えろ」と演説したが，農産物生産か
ら期待される収益はかつてほど高いとはいえない。他方，景気後退にともな
って農村部に滞留する人口（都市からの還流も含む）も1980年代以降増加し
たことが指摘されており，農村部での土地に対する圧力は高まっている。第
4局面の統治的結社によるイデオロギーは，この新しい経済状況に対応した
ものといえるだろう。ベディエ政権下の1998年には土地法が改正され，従来
は国籍を問わず開墾者が占有権・用益権を得るという規定であったものが，
外国人入植者の土地相続権を大きく制限するという内容に変更された。これ
は，第 3局面まで中核ではないものの国民経済の必要要素として存在を「認
められていた」周辺諸国からのアフリカ人入植者が，もはや「不要」である
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という，統治的地位から発せられた明確な意思表明だったといえる。
結論
　本章での議論を整理しておきたい。植民地期以来のコートジボワールにつ
いて「国家－中間集団」編制という観点から 4 つの局面をたどってみること
により，国家運営という統治的地位に立った中間集団がその地位を正当化す
るために動員したイデオロギーの変容過程が明らかになった。このイデオロ
ギーの具体的内容は局面によって異なるが，すべての局面に共通するのは，
統治的地位に立つ中核的主体と従属的な人びとを序列化しつつ，この両者を
一体として「ナショナル」なものに編制するという論理構造―「メタ・ナ
ショナリズム」―をもつということである。「メタ・ナショナリズム」は，
「部分」の代表でしかない政治的結社が統治的地位に立つ際に「全体」を僭
称するところから生まれる。この種のイデオロギーはほかにあまり類例をみ
ないコートジボワール独特のもので，その独自性は国民経済の編制において
移民・フランス人の存在を必要としたという経済的条件の要請として生まれ
たものである。
　1990年代以降は，以上の枠組みでは第 4 局面にあたるが，そこで生じてい
る差別的・排除的実践は，「メタ・ナショナリズム」の第 4局面的な特質か
ら説明される。第 4局面の特質は，土地資源の枯渇と慢性的な経済停滞によ
って，国民経済の運営上，もはや周辺諸国からの外国人が必要とされなくな
っているという状況にある。このような状況において，周辺諸国からのアフ
リカ人を現実に（物理的に）「排除」しつつ，国民のなかだけで中核－周辺
の序列構造を編制していこうとする方向性で，「メタ・ナショナリズム」的
なイデオロギーが再編されているのである⒄。
　このことは，今日のコートジボワールにおける差別的・排除的実践が，歴
史通貫的にみられるメタ・ナショナリズムの一変異形として顕現しているこ
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とを意味している。したがって，今日の差別的・排除的実践は，ドゾンが指
摘するとおり，歴史性によって強く規定された性格をもつことがわかる。た
だ，第 4局面のメタ・ナショナリズムのイデオロギーは，現実に居住してい
る人を物理的に国境の外へ追放しようという動きをともなっている点が新し
い。このことは，第 4 局面におけるメタ・ナショナリズムにおいては，中核
的地位に立つ集団がナショナルな所属を主張するうえで，土地に対する現実
的な権利を要請するようになっていることを示唆している。「周辺諸国から
のアフリカ人」が物理的な意味での追放の対象となる状況はこのことを端的
に示している。したがって，第 4 局面のイデオロギーは，居住する権原をも
つ者を強制的に土地から引きはがす暴力性を帯びたものだといえるだろう。
　本章での考察は，国家と政治的結社の関係に関して，次のような理論的な
インプリケーションをもつ。まず国家をとらえる際には，アルチュセールに
倣って，イデオロギー装置として認識することが重要である。そしてこの装
置において練り上げられる人的結合に関するイデオロギーは，「統治的集団
的主体」の定義にかかわっている。このイデオロギー装置を現実に機能させ
るのが統治的結社という中間集団である。統治的結社は，自らを統治的地位
に押し上げた大衆動員と代表民主制のロジックに則って，自らが依拠する集
団的な「全体」をイデオロギー的に構築する。近代国家において統治的結社
は，国民経済―生産と分配のあり方―の管理者としての機能を果たすこ
とが求められる。「全体」の構築は，経済の地域的編制と分配の優先順位に
合致したかたちでなされる。またそれに際しては，歴史的経験に根源をもつ
象徴資源が動員されるが，ポスト植民地国家においては植民地期のそれが動
員されやすい。
　したがって統治的結社は，植民地経験，代表民主制，国民経済の管理者と
しての政府といった，ポスト植民地近代国家に共通する条件への反応として
イデオロギーを構築しているといえる。そして，そのイデオロギーを不可欠
の要素として国家が存続しているのである。ここにわれわれは，結社と国家
が切り結ぶひとつの典型的なあり方を見出すことができる。国家は結社にと
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って単なる与件ではなく，その一部となって機能させていく機構であり，そ
こから発するイデオロギーが領土内に住む住民の人的結合のあり方を強く規
定しているのである。コートジボワールというアフリカのひとつの国におい
て，1990年代以降に展開された政治的不安定化は，国家形成にかかわるこれ
らさまざまな要因を集約した現象として顕在化したのである。
〔注〕
⑴　ここでの考察では，FPI を検討する際に同党の支持者集団である「愛国青
年」も視野に収める。2002年 9 月にコートジボワール内戦が勃発したのち，
政府軍の支配地域では，学生組織や政党の青年部などの活動家が中心となっ
て，政権への支持表明と戦意高揚のための大集会が頻繁に開催されたが，そ
こから生まれたのが「愛国青年」である（第 7章第 4節を参照）。統一された
組織体ではなく，学生，都市の失業青年などが，何人かのカリスマ的なアジ
テーターのもとに集まって，街頭での示威行動や破壊活動を行っている（表
8-1の事例⑭⑮が「愛国青年」によるものである）。現在政権の座にある FPI
から資金的援助，指令を受けて活動しているとされ，国連安保理などの文書
でも政権側の「民兵」として言及されている。
⑵　このような 2種の人的結合については，Chatterjee（2000）が「政治社会」
（political society）という概念を使って論じたものを参考にした。
⑶　政治的結社の代表的な例である政党（party）も，その語源は「部分」であ
った。そもそも市民革命時代の民主主義理論では，独自の活動を行う議会の
一部の勢力は「徒党」（faction）として忌避されてきた経緯があり，それが
「政党」という，民主主義にとって正当な存在であると認知されるまでは時間
を要したということを，サルトーリ（1980）は指摘している。
⑷　ここではイデオロギーの定義として，「一人の人間やあるいは社会的な一集
団の精神を支配する諸観念や諸表象の体系」とするアルチュセール（1972, 
126）の指摘を参照した。
⑸　ハージの表現を借りて，「統治的帰属」の定義と言い換えてもよい（ハージ 
2003, 91）。
⑹　独立後のアフリカ諸国政府は一様に，旧宗主国に握られていた政治・経済
の諸権限を奪還する政策方針を掲げた。その方針ならびにそれに則った政策
を，一般に「アフリカナイゼーション」（Africanization）と呼ぶ。ただし，方
針の具体的な内容や実際の施策は国によって大きな差があり，「アフリカナイ
ゼーション」の内実について明確な定義があるわけではない。コートジボワ
ールに関しては，「生産手段の所有関係そのものにはふれず，経済的により有
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利な職域のイボワール人化を推進すること」が内容であったと指摘されてい
る（原口 1972, 114）。
⑺　ウフェは，経済的にコートジボワールへの依存度が高いブルキナファソを
はじめとする 3カ国（他の 2国はダホメとニジェール）をとりこみ，1959年
に協商会議（Conseil de l’entente）と呼ばれる協力機構を結成することで，サ
ンゴールらが提唱する AOF 構成植民地による連邦での独立構想を切り崩すの
に成功した。協商会議には1966年にトーゴも加盟した。
⑻　PDCI が労働組合や学生組織を翼賛組織化し，これに反対する分子を徹底的
に弾圧・抑圧するという構図は，第 2局面，第 3局面のコートジボワールに
おける「国家－中間集団」関係の主脈を形成するものでもある。
⑼　このような主張を展開した刊行物の例として広く知られているのは Touré
（1996）であるが，このほかにも刊行されていると Dozon（2000, 51）は指摘
している。
⑽　1990年代末から顕在化した差別的事件に関しては，「北部人」（Nordistes）
を標的にしたものだという表現がコートジボワールにおいて広く使用されて
いる。コートジボワール北部を従来からの主たる居住地としてきた民族は複
数存在するが，「北部人」という表現において第一義的に含意されるのはジュ
ラであり，さらにはマリンケやセヌフォも含む意味合いでも使われる。クラ
ンゴやロビについては，さらなる検討を要するところではあるが，差別的事
件の対象になっているとする報告は管見の限りあまりない。
⑾　バボ現大統領はベテ，ウフェ初代大統領とその次のベディエ大統領はバウ
レである。ベテはコートジボワールの西部地域を，バウレは中央部をそれぞ
れ伝統的な居住地とするとされてきた民族である。
⑿　ここでは，ワタラ元首相が，1999年から2000年にかけて，国民身分証の申
請や大統領選挙への立候補届出書類として提出した出生証明書が受けた扱い
を念頭に置いている。
⒀　ハージ（2003）は，オーストラリアにおいて頻発したレバノン系女性のス
カーフがはぎとられる事件に関して，この暴力的な行為を行う権能を与えて
いるのは，白人こそがオーストラリアの正当な支配者であるという統治的な
帰属意識であり，この意味で一般にレイシズム実践とよばれるこのような行
為は，正確にはナショナリストの実践であるという優れた考察を行っている。
この分析は，コートジボワールの北部出身者の身分証が破り捨てられる事件
にそのまま適用できるものである。
⒁　ここでは，寛容の言説と排除の言説が一体としてひとつのナショナリスト・
イデオロギーを構成するというハージ（2003）の主張に依拠している。
⒂　この選挙の際に，最大都市アビジャンで北部出身者50数人が虐殺されると
いう事件が発生し（表8-1の⑦），FPI 支持者の憲兵隊員の関与が疑われながら
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も無罪放免となったことは第 6章注18で言及した。
⒃　アミン政権下のウガンダにおけるアジア系住民の追放，ジンバブウェにお
ける近年の白人農場主追放などの事例が挙げられる。
⒄　「第 4局面」に該当する2000年代に発生した反仏運動については，周辺諸国
からのアフリカ人の排除をめざす動きと連動したものであるとも考えられる
が，その連動性について論ずることは現時点では断念した。今後の課題とし
たい。

